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ABSTRACT: Today English education in Japan is at a turning point. 
English classes officially started in the third grade in 2020 in the midst of 
COVID-19 pandemic. More children and their parents are seeking a variety 
of early English programs, and English immersion preschools are 
becoming a popular option. Bilingual education has been practiced all over 
the world where two or more languages are used in society, while an 
immersion program, one form of bilingual education, is relatively new, 
born in Canada in 1965. Over the years, a variety of bilingual programs 
have been tried, especially in the United States. This paper reviews the 
history and reality of bilingual education and immersion programs in North 
America and Japan and offers future prospects. 
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1．はじめに 
 
 2022 年現在、日本の英語教育を取り巻く環境は大きな変革期を迎えている。公立

小学校における英語教育は、2011 年に施行された学習指導要領に基づき、小学校 5、
6 年生において週 1 時間の外国語活動、つまり「領域」として開始された。その後

2017 年には、2020 年施行予定の新「学習指導要領」が告示され、小学校 3、4 年生

は「領域」として週 1 時間、5、6 年生は「教科」として週 2 時間の英語学習が実施

となることが発表された。これを受けた自然な流れとして、学校外での英語教室、

英会話学習開始の低年齢化が加速している。その際、第 2 言語教育において特に優

れた効果をあげているとされる北米発祥のバイリンガル教育、イマージョン教育が

モデルとして注目されている。 
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バイリンガル教育、外国語教育の成り立ちや現状を見ていくと、アメリカ、カナ

ダとも、日本とは異なり、国家レベルの統一基準がなく、州や自治体によって、実

施形態や目的などは多様であることがわかる。また、アメリカやカナダは第 2 言語

としての英語教育（English as a Second Language, ESL）またはフランス語教育環

境であるのに対し、日本では外国語としての英語教育（English as a Foreign 
Language, EFL）環境であるため、北米からの形態を学校教育、幼児教育、プリスク

ール教育での実施に適用できるかどうか、検証が必要である。本稿では北米のバイ

リンガル教育、イマージョン教育のルーツ、推移、形態、目的などを明らかにした

うえで、それらがどの年齢層の学習者、何を目的とした教育に活用できるか、検証

したい。第 2 章ではバイリンガル、バイリンガル教育の定義、様々な実施形態を見

ていく。第 3 章では、日本の早期英語教育とその形態、そして第 4 章では北米にお

ける外国語教育、バイリンガル教育の実情を見た上で、第 5 章で日本への示唆を述

べていく。 

 

 

2．バイリンガル、バイリンガル教育の定義、様々な形態 
 

2.1 バイリンガルの定義、分類 
 古典的には、ワインライヒ（Weinreich, 1953）が、2 つの言語の語彙（言語記号）

とそのコンセプトがどのように記憶されているかによって、バイリンガルを

Compound Bilingual（複合型）と Coordinate Bilingual（等位型）、さらに Subordinate 
Bilingual（従属型）に分けて図式化した。複合型は、例えば家庭内で父親と母親が

異なる言語を使用するような場合に、1 つのコンセプトに異なる 2 言語の語彙が結び

つくようになる場合である。それに対し等位型は、家の内と外で 2 つの言語を使い

分けるような環境で育ち、それぞれの言語が独立してコンセプトと語彙を持つよう

になった場合である。また、母語の習得後、特に大人が 2 つ目の言語を習得する際

には、第2言語の語彙は母語の語彙にひもづけて記憶されるとし、これをSubordinate 
Bilingual（従属型）と呼んだ。ただし、従属型、等位型は固定されたものではなく、

時間の経過とともに、また第 2 言語の運用能力が向上すれば、複合型に移行すると

される。 

ベイカー&ライト（Baker & Wright, 2021, p. 3）は、バイリンガルを能力、2 言語

間のバランス、習得時期の違い等から分類している。まず、能力および 2 言語間の

バランスで言うと、読み書きも会話もこなせる人たちをベイカー&ライトは

Productive Bilingual、聞いて理解できる、あるいは読んで理解できる人たちを

Passive Bilingual と呼んだ。これを宮崎（2014）はさらに細分化し、教授言語や公
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用語として用いられていない方の言葉の運用能力は年齢とともに下がり、「読み書き

型バイリンガル」「会話型バイリンガル」「聴解型バイリンガル」と退化していく場

合が多いと唱えた。さらに、2 つの言語の習得時期によって、ベイカー&ライト（p.96）
は 2 言語を同時に習得したケースを Simultaneous Bilingual（同時バイリンガル）、2
つ目の言語を後に習得したケースを Sequential Bilingual（連続バイリンガル）と呼

んだ。さらに、UNESCO International Bureau of Education（IBE-UNESCO）は、

後に 2 つ目の言語を習得するケースを Additive Bilingual（付加バイリンガル）、逆

に、第 2 言語を習得する過程で、母語を一部または全部喪失してしまうケースを

Subtractive Bilingual（減法バイリンガル）と呼んだ1。宮崎の言う「聴解型バイリン

ガル」同様、移民の子どもたちなどが、幼少期は家庭で母語を話していたが、学校

教育を受け始めると、その国で話されている多数派の言語運用能力の方が高くなり、

母語は聞いたら理解できるが、産出できなくなる場合などがこれにあたる。 

 

2.2 バイリンガル教育の定義、分類 
バイリンガル教育は、生徒・児童の学校教育において、計画的、体系的に 2 言語

を用いた教育形態の実施を指すことが多いが、その目的や実施形態は多様であり、

分類方法もどの側面に着目するかで異なる。ムーア（Moore, 2021，p. 127）は、そ

の目的により、共通語以外の母語の維持も目標とする Maintenance Program（維持

型）と、できるだけ早く共通語で機能できるための補助として母語を用いる

Transitional Program（移行型）に大別する。さらに、実施形態や第 2 言語が用いら

れる時間数、第 1 言語と第 2 言語とのバランスによって、Immersion Program（イ

マージョン）や Two-Way/Dual Language Program（双方向型）に分かれる。イマー

ジョンでは、幼少期から第２言語のみでの教育が 2 ~ 3 年実施され、のちに共通語が

徐々に導入されていく。まずは母語での教育が実施され、徐々に第 2 言語での教育

割合が増加すると一般に思われがちであるが、実際はその逆で、いきなり第 2 言語

のみで教育が始まることに注意されたい。双方向型では、言語 A を母語とする子ど

もと言語 B を母語とする子ども、およそ半数ずつでクラスを編成し、授業の半分を

言語 A で、半分を言語 B で行う形態である。アメリカでは圧倒的に、英語とスペイ

ン語の双方向型のプログラムが多いが、地域によっては、英語と中国語なども見ら

れる。これら多様なバイリンガル教育プログラムの詳細（目標や対象児童・生徒）

については、4.3 で後述する。 
 

 

 
1 http://www.ibe.unesco.org/en/glossary-curriculum-terminology/b/bilingual-education 
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3．日本における外国語教育、早期英語教育、バイリンガル教育 
 

 日本における英語教育の重要性は今更論じるまでもない。クリスタル（Crystal, 
2003）が言うように、英語が世界の “Global Language”として誰もが認める地位を

確立しており、最も重要な外国語として、小学校から大学まで必修科目となってい

る2。規程上は外国語が必修であるが、その選択肢は限定的で、森住（2016）が言う

ように、「実質的に＜外国語教育＝英語教育＞の様相を呈している（p. 17）」ことは

否定できない。大学入試においても多様性を重視する観点から、「大学入学センター

試験」「大学入学共通テスト」においても英語以外の外国語での受験が可能であり、

また高等学校レベルでの各外国語教育も実施されているが、その数は微減となって

いる（文科省, 2019）。これを受け、本稿では、英語以外の外国語教育は除き、日本

における英語教育に限定して論じていく。 

日本における小学校中学年からの英語教育開始については、2013 年に発表された

「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」において方向づけられた。小・中・

高の各段階での到達目標を設定し、高校卒業段階で英検 2 級～準 1 級を達成するた

めには、小学校 3 年生から英語学習を導入し、『コミュニケーション能力の素地を養

う』ことが必要目標として掲げられた。2011 年から外国語活動が小学校 5 年生で導

入されていたが、2015 年に文部科学省が「小学校英語の現状・成果・課題について」

において提示したように、近隣アジア諸国における英語教育開始時期が小学校 3 年

生であったことも、2 年前倒しとする大きな要因となっていることは否めない3。こ

れら英語学習開始低学年化の動きを見据え、学校外でも英語教育開始の低年齢化が

加速することとなった。 

 2005 年以降毎年、矢野経済研究所によって日本における語学ビジネス市場の詳細

な調査が実施されている。その中から、2012 年から 2020 年までの語学市場全体、

外国語教室、幼児向け教室、プリスクール教室、幼児向け教材等に着目し、推移を

追っていきたい。 

グラフ 1、グラフ 2 とも、矢野経済研究所発表のデータに基づき、筆者がグラフ化

したものである。グラフ 1 が示す通り、語学ビジネス市場は、2008 年のリーマンシ

ョックからも回復し、堅調な成長を続けていた。しかし 2019 年以降、新型コロナ感

染症拡大の影響で、休校を余儀なくされたことによる外国語教室市場縮小や企業活

動の停滞に伴い、減少傾向となっている（矢野経済研究所, 2021）。しかし、語学教

育への関心は高く、新型コロナ感染症の状況が落ち着けば、再び増加に転じること

 
2 東京大学をはじめ、ごく一部英語以外の外国語履修により代用が可能な大学もある。 
3 韓国では 1997 年、台湾、中国では 2001 年から、小学校 3 年生より英語教育が開始。 
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が予測される。 

また、幼児をターゲットにした分野だけに着目したものがグラフ 2 である。確か

に、新型コロナ感染症拡大に合わせ、幼児向けの教室市場も減少しているものの、

それ以外の 3 分野：プリスクール市場4、幼稚園・保育園向け講師派遣、幼児向け英

会話教材はコロナ禍でも拡大していることがわかる。言い換えると、新型コロナ感

染症の広がる状況においても、また、その高額な授業料にもかかわらず、増加が見

られるのである5。 

 

 

 

 
4 矢野経済研究所は、「プリスクール市場」を「英語のみで教育・保育・託児を行う幼稚園や

保育園、託児所」と定義している。 
5 プリスクール（幼稚園まで）の授業料は年間 120 万円から 200 万円ほどかかる。 



 
 

Yoshihiro Omura  
 

6 

幼児向けの英語教育市場増加の原因は、小学校での英語教育開始年齢の低年齢化

のみならず、早期から質の高い英語教育を受けさせ、家庭でよりよい学習環境を準

備したいと考える保護者が増えているのではないかと考えられる。ベネッセの実施

した「小学生の英語学習に関する調査」（2015）によると、約 6 割の保護者が小学校

での外国語活動に満足していないことがわかった。ただし、この調査は小学校英語

教育開始間もない時期における調査であり、教育方法や実績も定着していないであ

ろう時期に実施されており、2021 年からのカリキュラム変更後の児童、保護者の満

足度調査の結果がどう変わるか、結果を待ちたい。 

英語学習には様々な形態が考えられる。長年実践されてきているものをあげると、

インターナショナルスクール進学、英会話学校活用、教材を用いての家庭学習など

があげられる。それらに加え、近年特にコロナ禍においては、社会全体がオンライ

ンシフトせざるを得ない状況下、オンライン語学学習市場が大きく拡大したことが

報告されている（矢野経済研究所, 2021）。それらに加え、近年本格的に英語を習得

させることを目的として、子ども向けの英語教育の形態として注目されているのが、

英語で保育を実施するプリスクールと呼ばれる形態である。 

前述の通り日本は EFL 環境であり、週に 1 ~ 2 時間の英語学習では自然な言語習

得は期待できない。しかし、日常的に英語で保育を行うプリスクールでは、子供た

ちは自然に英語を習得していると報告されている（詳細は第 5 章で後述）。幼児は、

言語習得における臨界期（意識的に学習しなくても、十分なインプットとインター

アクションがあれば、自然と言語を身につける年齢）にあると考えられ、この時期

にいわば「英語漬け」の環境を与えることは、道理にかなった手法である。臨界期

理論については、レネバーグ（Lenneberg, 1967）等を参照されたい。 
 

 

4．北米における外国語教育、バイリンガル教育の実情 
 

4.1 アメリカ 
アメリカは移民の国であるがゆえに、外国語教育、バイリンガル教育を語る上で

も、非常に複雑である。日本のようにほぼモノリンガルの人々がより高度な外国語、

主として英語運用能力習得を目指してよりよいプログラム、カリキュラムを求める

のとは異なる。アメリカにおけるバイリンガル教育の多くは、英語を母語としない

移民の英語習得のためのプログラムであることが多い。移民にとっては、バイリン

ガル教育による学習支援、そしてそれを通した英語の習得が不可欠である。2.2 で前

述の通り、バイリンガル教育にはいくつかの分類が可能であるが、英語以外の母語

の維持も目標とする Maintenance Program と、できるだけ早く英語で機能できるた
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めの補助として母語を用いる Transitional Program に大別される。 
アメリカにおける「バイリンガル教育」は、常に、政治、政策、予算によって、

促進されたり、制限されたりするという歴史がある。1968 年に『バイリンガル教育

法（Bilingual Education Act）』が施行され、英語を母語としない、主として移民の

子どもたちの教育改善が図られることになった。実施形態は州、各自治体に任され

たが、子供たちの母語による学習支援を法律で定めた第一歩であった。しかし、1960
年代後半から今日に至る数十年の間に、アメリカ社会における民族、言語状況は大

きく変化しており、『バイリンガル教育法』だけでも 1974 年、1978 年、1984 年、

1988 年、1994 年と 5 度の修正を加えられている。その後、バイリンガル教育への

逆風となったのが、カリフォルニアで、1998 年に可決された『修正案 227（Proposition 
227）』で、英語運用能力が十分でない（Limited English Proficiency, LEP）生徒向

けの『特別クラス』での授業実施期間が 1 年に制限され、バイリンガル教育の制度

を大きく縮小する方向に動いていった（American Institutes for Research and 
WestEd, 2006）。後にこれは 2016 年の修正案 58（別名 California Non-English 
Languages Allowed in Public Education Act）において撤回され、1998 年以前の形

態での「バイリンガル教育」が復活することとなったのも、カリフォルニア学童人

口の 25％が LEP 学習者であることを考えると当然と言えよう。 

また、国家レベルでは、2002 年、ブッシュ政権下に発出された『落ちこぼれゼロ

運動（No Child Left Behind）』は、カリフォルニアでの『修正案 227』と類似した、

バイリンガル教育を制限する内容であった。できるだけ早く LEP の生徒が英語で授

業についていけるようにすることを目指すとしたが、こちらも 3 年以上は生徒の母

語による補助はしないという、「バイリンガル教育」を縮小する政策であり、バイリ

ンガル教育に充てる予算も半減した。詳細なアメリカにおけるバイリンガル教育の

変遷、現況については、ムーア、末藤（2002）、ラザフォード－クアック他

（Rutherford-Quach et al., 2021）を参照されたい。 

LEP 生徒の英語習得ではなく、英語を母語とする生徒の外国語学習に目を向ける

と、いつの時代にも熱心な学生、教員、プログラムも見られるが、一般的にアメリ

カの生徒・学生は外国語学習にはそれほど熱心ではないようであり、その傾向がこ

の数年さらに強まっているのではないかと考えられる。1979 年に出された大統領に

向けた Strength through wisdom に示された外国語学習必要性の声を受け、1980 年

代には 5 年間で学習者が 38％増加した時期もあったが、近年ではデービン&ハイネ

ケ（Davin & Heineke, 2017）が報告したように、アメリカにおいて外国語学習は重

視されず、また機会に恵まれないことから、外国語のプログラムは減少している。

小学校では、1997 年の 31％から 2008 年の 25％へ、中高では、同時期に 86％から

79％へと減少している。さらに、大学での外国語履修者数の推移においても、Modern 
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Language Association（MLA）がまとめた統計（2016）によると、大学で外国語を

履修する学習者数は、2009 ~ 2013 年において 6.7％減少し、2013 ~ 2016 年にかけ

てもさらに 9.2％減少したことが報告された。全大学生数に対する外国語履修者数の

割合は、2006 年の 9.1％をピークとし、その後 2016 年には 7.5％に減少している。

これは、EU や世界の他の地域における多言語・多文化推進の流れとは逆行するもの

である。クリスタル（Crystal, 2003）が言うように、英語が世界の “Global Language”
として誰もが認める地位を確立したこともあり、米国の学生には、外国語を学習す

るモチベーションが持てないのかもしれない。 

この外国語学習プログラムの減少に対する一条の光明は、カリフォルニア州で

2011 年に開始された高校の卒業証書に付与される『2 言語習得証明（Seal of 
Biliteracy）』である。2015-2016 年度においては、公立高校卒業生の約 10％がこれ

を取得し、その制度は現在 45 州で認定されるまでの広がりを見せている。認定基準

は州によって異なり、4年の学習年限だけで十分とするカリフォルニアの制度もあれ

ば、ワシントン D.C.のように、言語運用能力テストに合格するだけでなく、その言

語が使用されるコミュニティへの参加証明の提出が義務付けられる地域もある（デ

ービン&ハイネケ）。また、この『 2 言語習得証明』の利点は、これまで LEP の生

徒だけを対象としていたバイリンガル教育と、英語話者を対象とする外国語教育双

方を対象とした点である。もちろん、必要に迫られる LEP 生徒の英語学習とさらな

るアドバンテージを目指す英語話者生徒の状況は大きく異なるため、様々な検討・

改善の余地はあるが、どちらも母語以外の言語学習を促進するという点においては、

目指す方向は同じであると考える。 

 

4.2 カナダ 
 カナダにおけるバイリンガル教育は、アメリカとは大きく異なる発展の歴史を持

つ。1534 年以降続いていたフランスによる支配が 1763 年の英国による勝利（The 
Battle of the Plains of Abraham）とともに終わったが、フランス文化は人々に根づ

いていた。1867 年に自治が認められカナダ連邦となる（The British North America 
Act）が、フランス系住民の多かったケベック州では、英語とフランス語の両方が公

用語として制定される。その後 1969 年に、国家レベルでの 2 言語公用語（Official 
Languages Act）が制定されるに至る（ゲネシー, Genesee, p. 5）。現在州レベルでは、

ニュー・ブランズウィック州のみが英語・フランス語の両方を公用語としているが、

ケベック州はフランス語、その他の 8 州は英語を公用語とする。第 2 言語教育とい

う観点から見ると、州や自治体によって施行形態が多様ではあるものの、国家全体

として英語、またはフランス語の公用語でない方の言語が必修第 2 言語となってい

る。 
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 バイリンガル教育の中でもイマージョン教育はカナダ発祥と言われるが、このよ

うな複雑な公用語、第 2 言語教育環境の中で、イマージョン教育は、フランス語を

公用語とするケベック州から生まれた。同州セント・ランバート市の英語モノリン

ガルの子どもの保護者たちが、12 年間第 2 言語としてのフランス語教育を受けても、

十分なフランス語の運用能力を身につけられないことから、改革を訴えたことに端

を発する。その結果、1965 年に初めてイマージョンの幼稚園が設定された。ここで

の教育は「早期イマージョン教育（Early Immersion Program）」と呼ばれるもので、

幼稚園から小学校 2 年生の終わりまでは、すべての教育が母語ではないフランス語

で行われ、その後徐々に英語が導入されていく。この形態が今日でも多くのイマー

ジョン教育の特徴となっている。これは、レネバーグ（Lenneberg, 1967）の提唱す

る臨界期仮説（Critical Period Hypothesis）、つまり早期のイマージョンは自然な言

語習得を促進する、という考え方に通じるものがある。学校では母語以外の言語に

よる授業を通してその言語を習得し、同時に家庭や学校外で使用される母語も自然

と身につけるのである。 

 

4.3 北米におけるバイリンガル教育の形態 
 伝統的に、米国におけるバイリンガルプログラムは、主として移民を対象として、

LEP 学習者がメインストリームの英語による教育を享受できるレベルまで、英語の

運用能力を向上させることを目指したものである場合が多い。それに対し、カナダ

のイマージョンプログラムは、英語母語話者が更なる機会向上を求め、公用語であ

るフランス語能力向上を目指したものである。誰を対象としているかという点から

見た場合、アメリカの Dual Language Program は、LEP 学習者の英語力向上と英語

話者の外国語能力向上の両方を目指したものであるという点において、画期的であ

る。 

上記のように、北米のバイリンガル教育は多様で、対象とする生徒も異なれば、

その目的も一様ではない。ここでベイカー&ライト（Baker & Wright, 2021）による

分類を参考に作成した「表 1：北米におけるバイリンガル教育の分類」を見てみよう。 

ベイカー&ライトは、LEP 学習者のためのバイリンガルプログラムを移行型

（Transitional）と維持型（Maintenance）に大別している。さらに、実施形態によっ

て、双方向型（Two-way/dual language）と呼ぶ形態もある。また、英語を母語とす

る生徒向けのバイリンガルプログラムとしては、主にイマージョンと双方向型

（Two-way/dual language）があげられる。ベイカー&ライトは、これら以外にも複

数の ESL 教育形態や一般の英語話者向けの外国語教育も含め、バイリンガル教育を

計 10 種類に分類しているが、ここではあえて、本稿に直接関連のある 4 項目のみを

取り上げた。 
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表 1：北米におけるバイリンガル教育の分類（ベイカー&ライト、p. 210 を参考に著者作成） 

対象 タイプ 使用言語 目的 

LEP 学習者 
移行型 L1⇒L2（公用語） 英語での授業が受

けられるように 

維持型 L1＆L2（割合は様々） 両言語の伸長 

英語母語話者 イマージョン 初期は L2 のみ 両言語の伸長 

LEP 学習者&
英語母語話者 維持（双方向）型 L1&L2（50:50） 両言語の伸長 

  

 

5．日本における早期英語教育の現状、今後 
 

 第 3 章でも見た通り、日本における早期英語教育、特に幼児向けの外国語（英語、

英会話）教室やプリスクール（英語のみで教育・保育・託児を行う幼稚園や保育園、

託児所）事業は増加を維持している。2020 年はコロナ禍で新規募集が実施できず縮

小も見られたが、緊急事態宣言解除後の 6 月以降には新規入会者が増加し、都市部

を中心とした早期英語教育の需要自体は下がっていないことが報告された（矢野経

済研究所, 2021）。 
 まず、幼児、児童向けの英会話教室を見てみると、大手英会話学校は、近年それ

ぞれ小学生以下対象のスクールブランドを展開している6（寺尾, 2018）。さらに、類

似の子ども・幼児向けの小規模英会話教室も数多く生まれている。しかし、これら

のプログラムの多くは、週 1 回 40 分といった、幼少期から英語に触れることが主眼

のプログラムであるため、英語に触れる時間、インプット量を考えると、言語習得

の臨界期メリットがどれだけ生かせるか疑問である。 

 それらに対して、主として日本人が対象であるが、幼児向け保育を英語で実践す

ることにより英語と触れる時間を最大限に確保したプリスクールという形態が生ま

れ、急速に発展している。プリスクールには、英語使用がほぼ 100％のイマージョン

プログラム（キンダーキッズ・インターナショナルスクール、Sukusuku English 
Preschool など）と、授業時間の約半分を英語で行うバイリンガルプログラム（Kids 
Duo International, Kids Park Academy など）がある。どちらも、幼少期から第 2 言

語による教育を開始することにより、臨界期の言語習得特性を活用するというカナ

ダで生まれたイマージョン教育の理念に基づいている。英語を教授言語とするイマ

ージョンプログラムでも、日本語が学校外、家庭で話される環境での運営のため、

 
6 「ECC ジュニア」「ベルリッツ・キッズ」「イーオンキッズ」「NOVA バイリンガルキッズ」

「Gaba Kids」「COCO 塾ジュニア」など 
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日本語の習得にも問題はないと考えられる。イマージョン、バイリンガルプログラ

ムのどちらも両言語の伸長が期待できるプログラムである。但し、これらのプリス

クールは私立のため、高額な教育費が必要である。 

プリスクールの先駆けの一つは、大阪に本社を置く、キンダーキッズ・インター

ナショナル・スクール7で、2000 年に開校以来、西日本を中心に全国 23 校に広がり、

カナダ、ハワイにも校舎を展開している。同 CEO 中山（2018）によると、子供た

ちの英語力は順調な伸びを見せ、 5 歳児クラスの半数が英検 3 級に合格するという

ことである。  

プリスクールで学ぶ機会に恵まれた子どもたち、およびその保護者にとっての課

題は、卒園後英語コミュニケーション能力を維持、伸長する手だてである8。例えば、

インターナショナルスクールや、バイリンガルの学校に進学すれば、英語コミュニ

ケーション能力をさらに伸長することが期待できる。あるいは、一般の小学校に進

学し、学校外の英会話学校・教室、英語プログラム等で、英語学習を継続するとい

う選択肢もある。また、前述のように、近年増加しているオンライン英会話教室で、

海外のネイティブ・スピーカーと会話練習に取り組むことも可能である。 

インターナショナルスクールは、子どもたちの母語で本国と同様のカリキュラム

で教育を行う高等学校までの学校が多く、日本の学校教育法の第 1 条に規定されて

いる「学校」とは認められていない。日本における「学校」は、法律の条項から、

通称「一条校」と呼ばれ、専修学校や各種学校と区別される。大半の日本にあるイ

ンターナショナルクールは、担当教員の資格やカリキュラム編成等からこの設置基

準を満たしておらず、各種学校扱いとなり、卒業しても日本の高等学校卒業資格は

取得できない。もちろん、例えばカナディアンアカデミーを卒業すれば、カナダの

高等学校卒業資格が授与されるため、カナダの大学やカナダの高等学校卒業資格で

出願可能な大学に進学する資格は得られる。また、多くのインターナショナルスク

ールは、同時に国際バカロレア資格を取得できるプログラムを運営しており、この

資格を受け入れる日本の大学への出願も可能である。さらに、インターナショナル

スクールの中には、日本の学校設置基準も満たしていることから、一条校の認可を

受けている学校が、ごく少数ある9。 

 インターナショナルスクールで学べば、ネイティブと比肩する語学力を身につけ

ることができるため、以前からインターナショナルスクールへの進学を希望する日

本人も一定数いるが、基本的にはその言語を母語とする子ども向けのエリート教育

 
7 https://www.kinderkids.com/ 
8 キンダーキッズでは、卒園した小中高生向けのサタデースクールなども開催しているが、

このような取り組みはまれな例である。 
9 ユナイテッド・ワールド・カレッジ ISAK ジャパン、幕張インターナショナルスクールなど 
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を施す学校が多いようである（Boston Consulting Group 参照）。高額な授業料、限

定的な進路選択、日本語読み書き能力の習得度合いなどの複数の理由から、インタ

ーナショナルスクールに入学する子どもは非常に限られる。たとえ進学条件がそろ

っていても、インターナショナルスクールの数は限られており、通学可能圏内にな

い場合もある。したがって、語学力向上を主目的として子どもをインターナショナ

ルスクールに通わせるという選択は、非常に限定的であると言えよう。 

 また、日本の学校にも日本語母語話者を対象とした、バイリンガル教育を実施す

る学校が少数ある。イマージョン教育を日本で実施したさきがけは、1992 年に開校

された静岡県の「加藤学園」である。その後、「ぐんま国際アカデミー」「英数学館

（福山市）」なども追加された。さらに 2020 年には豊橋市の八丁小学校が、初のバイ

リンガルプログラムを持つ公立小学校として注目を集めた。これらの学校はすべて

「一条校」であり、通常の日本の学校卒業資格が得られる。 

プリスクールを卒園後、日本の公立・私立小学校へ進学し、英語学習を学外で継

続するオプションを選択するケースは多いようである。しかし、その場合、それま

で培ってきた英語力が十分に生かせない環境になりかねない。例えば、前述のキン

ダーキッズ・インターナショナルでは、6 歳の卒園時には、ネイティブの小学校 2
年生相当の英語力を習得しているということであるから、英語だけに限定すると、

ほぼ中学校の英語カリキュラムを終えている段階と考えられ、普通の小学校、中学

校に進学した場合、学校の英語科目の授業を通して、ただ単に足踏みし続けるとい

うことにもなりかねない。過去の研究において、樋口他（2007）は、小学校６年間

特区で英語の授業を受けてきた生徒たちが、小学校で英語の授業を受けていない他

の地区の小学校から進学してくる生徒たちと一緒の授業を中学校で受けた結果、小

学校で全く英語を学習していない中学校の生徒たちと比較しても中学校 2 年生段階

では有意差がなくなり、ずっと「足踏み」していたことを明らかにしている。さら

に、英語学習に対するモチベーションも維持されていなかった。プリスクールで学

んだ子どもたちにも同様のことが起こるのではないかと危惧される。つまり、小学

校で英語活動が開始されるころは、他の子どもたちよりも秀でているが、学年が進

むにつれその差は縮まり、新鮮さが保持できずに英語学習に対するモチベーション

の低下も起こりかねない。さらに、学校外での学習を通して、英語コミュニケーシ

ョン能力を伸長させるに十分な学習量を確保するのは容易ではない。 

 プリスクール卒園生の受け皿として注目されているのが、授業の約 50％を英語で

実施する、いわゆる『半国際化』学校である。文部科学省の認可を受けた「一条校」

でありながら、小学校入学時から英語力を伸ばすことにも注力している、いわば「バ

イリンガル」私立学校で、関西圏であれば、同志社国際、関西学院千里国際、アサ

ンプション国際、立命館小学校などがあげられる。一条校としての進路を確保しつ
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つ、バイリンガルの生徒を育てるというカリキュラムを持つ優れた学校群であるが、

私立のため学費は安くない。授業の約 50％を英語で、残り 50％を日本語で実施する

形態であるが、全生徒がほぼ日本人であることから、北米で実施されているような

双方向型のバイリンガルプログラムではなく、教科によって教授言語が選ばれてい

る。日本では、日本人と同数の英語話者が在籍する双方向型は運営困難である。 

 

 

6．さいごに 
 

バイリンガル、バイリンガル教育、イマージョン教育に焦点を当て、定義、成り

立ち、北米における歴史、現状を検証しながら、日本の実情、問題点、今後の展望

について見てきた。学校教育における英語学習開始の低年齢化に伴い、今後も幼児・

児童向けの語学教育市場、とりわけプリスクールや英会話教室などは大いに発展す

ることが予測される。しかし、大学レベルでも英語で授業担当可能な教員が限られ

ることを考えると、小・中・高レベルで、英語で授業担当可能な教員をそろえるこ

とは、あまり現実的ではない。そういう意味で、学童年齢に達するまでの幼児に対

して、プリスールという形で英語による保育を施し、ネイティブに近いレベルの英

語力を自然と身につけさせるという試みは大いに評価できる。 

本稿は学校外での英語学習を推奨することが目的ではないが、塾等で学校での学

習を補完する小学生、中学生が 8 割にものぼる（文部科学省, 2008）中、学校外での、

そして早期の英語学習が求められるのは、自然な傾向であろう。もちろん、各自治

体や学校も、学習指導要領に定められたカリキュラム、時間数の授業のみの実施に

とどまらず、様々な独自教材提供10にも取り組んでおり、それらの効果もこれから検

証されるであろう。グローバル化を見据え、幼少時から英語運用能力のみならず国

際感覚を身につけることは非常に望ましいことである。世界だけでなくアジアの平

均からも劣るとされる日本人の英語運用能力が、向上することを期待したい。ただ

し、プリスクール、そして進路先の『半国際化』バイリンガル小学校等、すべて私

立であるため、高額な教育費が必要となる。教育においても二極化が叫ばれている11 

が、2019 年に開校した大阪市立水都国際中学校・高等学校のような、英語コミュニ

ケーション能力育成、国際理解教育に重点を置いた公立の幼稚園や小学校が設置さ

れることを切望する。 

 

 
 

10 例えば、大阪市は小学生向けに独自の教材「Plus Time」「Dream」などを提供している。 
11 清水著『二極化する学校―公立校の「格差」に向き合う』参照 
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